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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期
第３四半期
連結累計期間

第12期
第３四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 8,431,908 10,197,186 11,625,387

経常利益 (千円) 573,611 20,962 581,235

親会社株主に帰属する四半期(当期)純利
益

(千円) 343,776 43,639 407,963

四半期包括利益 (千円) 343,776 42,323 400,493

純資産額 (千円) 1,368,756 1,407,876 1,346,496

総資産額 (千円) 10,993,975 10,965,425 10,866,268

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 76.39 9.81 90.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 75.89 9.58 90.13

自己資本比率 (％) 12.5 12.7 12.4
 

 

回次
第11期
第３四半期
連結会計期間

第12期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益
又は1株当たり四半期純損失（△）

(円) 11.97 △9.04
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、2021年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式

調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化しているものの、

感染症法の区分が５類への変更が決定、ウィズコロナの下で各種政策の効果による持ち直しなどによる景気回復が

期待されております。一方世界情勢では、ウクライナ情勢を巡る地政学的リスクの長期化、エネルギー資源・原材

料価格の高騰による物価上昇、急激な為替の変動など、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような環境のもと、当社グループでは、「持続的社会保障制度の構築」を通して「安心を育て、挑戦を創

る」世界を実現させるため、「介護」、「障がい者支援」、「保育」の３分野を中心とした事業を行ってまいりま

したが、様々な社会課題の解決に貢献すべく、国連の定める「SDGs(持続可能な開発目標)」のために当社グループ

が取り組むべき6つのマテリアリティ（重要課題）（弊社HP：中期経営計画2024参照）を特定しております。

また、重要な課題である人材の獲得及びサービスの質の向上のため、当期より社内資格制度を開始し、導入した

e-ラーニングシステム等を活用しながら効率的な習熟を促す体制の構築を進めております。更に、DXを推進し、管

理業務を中心にペーパーレス、押印レス、キャッシュレス、在宅ワーク等を加速させております。その他、サス

ティナビリティへの取り組みとして「多様な人材が活躍できる社会の実現」のため、特定技能を中心とした外国人

就労も既に今期25名以上採用するなど、企業価値向上に取り組んでおります。

当社グループを取り巻く環境として、主力事業である介護事業においては、高齢化率（総人口に占める65歳以上

の割合）が2022年は29.1％（総務省統計局より抜粋）に上昇し、団塊の世代が75歳以上となる2025年には「超高齢

社会」に直面していくことは周知の状況となっており、医療・介護・年金を含めた社会保障制度全体の再構築が急

がれております。少子高齢化の進行を背景に、介護サービスに対するニーズが拡大する一方、深刻化する人手不足

への対応や介護人材の確保・育成が経営課題となっております。

このような環境のもと、当社グループといたしましては、当第３四半期連結累計期間において新規施設８事業所

の開設を行ないました。その結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループ連結業績は、売上高10,197百

万円（前年同期比120.9％）、営業利益177百万円（同43.3％）、経常利益20百万円（同3.7％）となりました。親会

社株主に帰属する四半期純利益は、43百万円（同12.7％）となりました。

 
事業領域別の状況は以下のとおりです。

＜介護事業＞

介護事業におきましては、当第３四半期連結累計期間において４事業所（有料老人ホーム３事業所、グループ

ホーム１事業所）の新規開設を行い、当第３四半期連結会計期間末における有料老人ホーム等（注１）の稼働率は

81.4％（開設後１年以上経過した事業所では85.2％）、グループホームの稼働率は91.5％（開設後１年以上経過し

た事業所でも93.1％）となりました。新型コロナウイルス感染症が長期化される中、当社グループがサービス提供

する地域においてもクラスターが発生するなど、感染症法上の分類はいまだ２類に区分されており、未だ予断を許

さない状況となっておりますが、回復基調にあり、新規事業所の開設等、事業は順調に拡大していることから、今

後の各種政策転換により稼働率や収益構造は改善されると考えております。

その他の直近における問題は、エネルギー価格、食材費、そして建築費の高騰ですが、エネルギー価格について

は、利用者への価格転嫁や大型施設への太陽光パネルの設置、食材費については、食材の取捨選択や利用者への価

格転嫁、建築費については、事業拡大におけるＭ＆Ａとの比重の変更を進めておりますが、最も影響の大きいエネ

ルギー価格については、各電力会社における原発再稼働の状況により大きく左右されると認識しております。

 
当社グループの介護事業は、より人材の確保がしやすく、利益率も高い施設介護の運営に注力しており、特に有

料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、グループホームを中心として事業の推進に取り組んでまいりまし

た。事業展開の優先順位は、許認可を必要とする介護付き有料老人ホームやグループホームを高く設定いたします

が、一方、自治体での許認可公募状況、需給環境を踏まえ、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅
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に訪問介護や看護等を併設する事業モデルでも事業拡大をしてまいります。

（注１）介護付有料老人ホーム、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、短期入居者生活介護

 

＜障がい者支援事業＞

障がい者支援事業におきましては、当第３四半期連結累計期間において３事業所（グループホーム）の新規開設

を行い、当第３四半期連結会計期間末における就労継続支援B型の稼働率は58.3％（開設後１年以上経過した事業所

では58.3％）、グループホーム等（注２）の稼働率は73.5％（開設後１年以上経過した事業所では91.1％）となり

ました。新型コロナウイルス感染拡大の影響は依然として残っており、また、グループホームの開発を急速に進め

ているため、稼働率や、収益構造を改善するには至りませんでした。一方でグループホームを中心としての事業開

発は順調に進んでおり、時間の経過とともに収益改善の可能性は高いと考えております。また、今後介護と同様グ

ループホームが公募制に移行する可能性が高い中で、短期的利益が抑制されることを想定した上で、事業拡大速度

重視の政策をとっているため、一定規模への拡大後は、利益が想定水準に達する見込みです。

当社グループの障がい者支援事業は、障がい者の自立した生活を実現するためのトータルサポート体制の構築を

重視しております。生活訓練、継続支援事業を通じて様々な就労訓練を行うだけでなく、自立した生活を目指す

方々の住まいとしてグループホーム等を提供し、また、介護、保育や給食事業等の当社グループ内事業所への就職

の拡充も図っていくことで、利用者の方々が社会の重要な戦力として活躍する支援を進める方針であります。

（注２）共同生活援助（グループホーム）、福祉ホーム

 
＜保育事業＞

保育事業におきましては、当第３四半期連結累計期間において１事業所（認可保育所）の新規開設を行い、当第

３四半期連結会計期間末における認可保育所の稼働率は80.6％（開設後１年以上経過した事業所では84.6％）、企

業主導型保育所の稼働率は48.6％（開設後１年以上経過した事業所でも48.6％）となりました。新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響は大きくなく、回復基調にあると考えております。ただし、整備率の向上に伴い、新規事業公

募が停止される自治体も増加しており、市場のピークアウトは遠くないと考えております。

少子高齢化が進む中、子供を産みたい方が産める国策としての社会的インフラ整備が求められているところ、今

後も待機児童の解消は最重要課題であるだけでなく、保育指導指針の改定により養護だけでなく教育が求められて

まいりました。当社グループでは、この教育という要素を重要視し、当社グループの高齢者事業所との連携におい

て多世代交流を深める等、文化の伝承を促進し、子供の生き抜く力を養う支援を行うと共に整備を進める方針であ

ります。

 
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金などが減少したものの、受取手形及び売掛金、建物及び

構築物などが増加したことにより、前連結会計年度末と比較して99百万円増加し10,965百万円となりました。

負債は、長期借入金、未払法人税等、１年内返済予定の長期借入金などが減少したものの、短期借入金、未払費

用などが増加したことにより、前連結会計年度末と比較して37百万円増加し9,557百万円となりました。

純資産は、資本剰余金などが減少したものの、利益剰余金などが増加したことにより、前連結会計年度末と比較

して61百万円増加し1,407百万円となりました。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　　　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,492,200 4,492,200
東京証券取引所
グロース

単元株式数は100株であります。

計 4,492,200 4,492,200 ― ―
 

（注）提出日現在の発行数には、2023年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年10月１日～
2022年12月31日

2,700 4,492,200 1,237 358,995 1,237 516,991
 

(注)　新株予約権の行使　発行価格917円　資本組入額1,237,950円

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 
(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

43,100 ―
―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,444,700 44,447 ―

単元未満株式 普通株式 1,700 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 4,489,500 ― ―

総株主の議決権 ― 44,447 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式58株が含まれています。

 
② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
 又は名称

所有者の住所
自己名義
 所有株式数
 (株)

他人名義
 所有株式数
 (株)

所有株式数
 の合計
 (株)

発行済株式
 総数に対する
 所有株式数
 の割合(％)

(自己保有株式)
㈱リビングプラットフォーム

札幌市中央区
南二条西二十丁目291番地 

43,100 － 43,100 0.96

計 ― 43,100 － 43,100 0.96

 

（注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てております。

　　　２．上記以外に自己名義所有の単元未満株式58株を所有しております。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,751,866 1,551,370

  受取手形及び売掛金 1,555,354 1,678,378

  商品及び製品 3,533 4,835

  原材料及び貯蔵品 22,519 26,545

  前払費用 259,647 314,680

  その他 209,689 240,462

  貸倒引当金 － △3,437

  流動資産合計 3,802,610 3,812,836

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,272,740 2,506,571

   車両運搬具（純額） 5,140 4,319

   工具、器具及び備品（純額） 91,258 81,198

   土地 1,620,078 1,550,428

   リース資産（純額） 508,946 479,900

   建設仮勘定 271,883 227,449

   その他（純額） 23,387 23,727

   有形固定資産合計 4,793,435 4,873,595

  無形固定資産   

   のれん 983,015 907,554

   ソフトウエア 18,056 34,436

   その他 56,619 54,933

   無形固定資産合計 1,057,692 996,924

  投資その他の資産   

   投資有価証券 88,837 117,107

   長期貸付金 29,355 29,102

   長期前払費用 27,159 21,860

   繰延税金資産 150,040 136,171

   差入保証金 743,040 815,622

   その他 193,311 182,482

   貸倒引当金 △22,828 △22,828

   投資その他の資産合計 1,208,915 1,279,517

  固定資産合計 7,060,043 7,150,038

 繰延資産   

  繰延消費税 3,614 2,550

  繰延資産合計 3,614 2,550

 資産合計 10,866,268 10,965,425
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※  287,503 ※  564,200

  1年内返済予定の長期借入金 1,051,301 964,646

  リース債務 28,170 30,185

  未払金 346,038 363,183

  未払費用 558,232 700,131

  未払法人税等 234,905 18,512

  前受金 292,598 326,265

  預り金 55,447 148,203

  賞与引当金 93,865 27,430

  その他 70,000 113,088

  流動負債合計 3,018,063 3,255,848

 固定負債   

  長期借入金 4,825,642 4,539,487

  長期前受金 377,129 393,669

  リース債務 643,883 619,122

  退職給付に係る負債 198,499 246,666

  繰延税金負債 6,085 －

  その他 450,467 502,753

  固定負債合計 6,501,708 6,301,700

 負債合計 9,519,771 9,557,548

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 357,757 358,995

  資本剰余金 1,297,257 905,241

  利益剰余金 △221,630 217,054

  自己株式 △79,416 △79,459

  株主資本合計 1,353,967 1,401,832

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △7,470 △8,787

  その他の包括利益累計額合計 △7,470 △8,787

 新株予約権 － 14,831

 純資産合計 1,346,496 1,407,876

負債純資産合計 10,866,268 10,965,425
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 8,431,908 10,197,186

売上原価 7,420,592 9,149,673

売上総利益 1,011,316 1,047,513

販売費及び一般管理費 ※  602,296 ※  870,269

営業利益 409,019 177,244

営業外収益   

 受取利息及び配当金 1,988 234

 助成金収入 376,768 118,401

 その他 33,285 38,630

 営業外収益合計 412,041 157,265

営業外費用   

 支払利息 86,991 84,956

 控除対象外消費税等 154,780 222,894

 貸倒引当金繰入額 － 3,437

 その他 5,676 2,258

 営業外費用合計 247,449 313,547

経常利益 573,611 20,962

特別利益   

 固定資産売却益 － 65,558

 現金受贈益 10,757 －

 新株予約権戻入益 － 2,791

 特別利益合計 10,757 68,349

特別損失   

 減損損失 14,819 －

 特別損失合計 14,819 －

税金等調整前四半期純利益 569,548 89,312

法人税、住民税及び事業税 230,347 38,314

法人税等調整額 △4,575 7,358

法人税等合計 225,771 45,672

四半期純利益 343,776 43,639

親会社株主に帰属する四半期純利益 343,776 43,639
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 343,776 43,639

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 － △1,316

 その他の包括利益合計 － △1,316

四半期包括利益 343,776 42,323

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 343,776 42,323
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【注記事項】

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に

関する会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について、当第３四半期において2022年３月末時点で想定し

ていなかった第８波の到来により、一部の運営施設においてクラスターが発生し、新規入居者の受け入れが出来

なかった等の影響はありましたが、稼働率は復調傾向にあります。なお、感染症法の区分が５類への変更が決定

されるなど定常化が見込まれておりますが、今後の新型コロナウイルス感染症の発生及び収束時期等の見積りに

は不確実性を伴うため、将来における財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。当四

半期連結会計期間末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
 (2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
 (2022年12月31日)

当座貸越極度額 400,000千円 900,000 千円

借入実行残高 200,000千円 400,000 千円

差引額 200,000千円 500,000 千円

     
 

(四半期連結損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

給与手当 242,645千円 320,989千円

賞与引当金繰入額 △6,111千円 △8,844千円

退職給付費用 9,134千円 28,752千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

  
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

 減価償却費 173,925千円 179,892千円

 のれんの償却額 32,795千円 69,659千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

　１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 

　２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)
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　１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 

　２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３　株主資本の著しい変動

当社は、財務体質の健全性を図り、今後の資本政策及び機動性を高めることを目的として資本準備金による

利益剰余金の欠損の填補を実施いたしました。この結果、資本準備金の額909,007千円のうち、393,253千円が

減少し、515,753千円となり、減少する資本準備金の額の全額を繰越利益剰余金に振り替えました。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、ライフケア事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメ

ント情報の記載を省略しております。

 
(収益認識関係)

当社グループは、ライフケア事業のみの単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を事業領域

別に分解した情報は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日至2021年12月31日）

事業領域 外部顧客に対する売上高（千円）

介護事業 7,080,956

障がい者支援事業 414,432

保育事業 852,582

その他 83,936

顧客との契約から生じる収益 8,431,908
 

 
当第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日至2022年12月31日）

事業領域 外部顧客に対する売上高（千円）

介護事業 8,443,414

障がい者支援事業 544,970

保育事業 1,136,991

その他 71,809

顧客との契約から生じる収益 10,197,186
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

 １株当たり四半期純利益 76円39銭 9円81銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 343,776 43,639

  普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 
普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益(千円)

343,776 43,639

  普通株式の期中平均株式数(株) 4,500,545 4,447,021

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 75円89銭 9円58銭

 (算定上の基礎)   

 
親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千
円)

－ －

 普通株式増加額(株) 29,116 107,373

 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

－

2022年５月13日開催の
取締役会決議による
第４回新株予約権
新株予約権の数33,000個
(普通株式33,000株)

 

(注)　当社は、2021年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益及び潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益を算定しております。
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 (重要な後発事象)　

(取得による企業結合)。

 当社は2023年１月10日開催の取締役会決議に基づき、当社連結子会社である株式会社リビングプラット

フォームケア(以下「LPFC社」)にて、株式会社橙果舎(以下「橙果舎」)の全株式を取得することを決議し、

LPFC社と橙果舎の間で株式譲渡契約を締結し、2023年２月１日に橙果舎の全株式を取得し完全子会社といたし

ました。

 
１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：　　株式会社橙果舎

事　業　内　容　：　　介護事業

 

（２）企業結合を行った主な理由

当社グループは連結子会社であるLPFC社及び他３社において、「持続可能な社会保障制度を構築する」を

コーポレートビジョンとし、「安心を育て、挑戦を創る」ことをコーポレートミッションとして、全国にて

介護施設65 施設（うち、認知症対応型共同生活介護事業所30 施設（定員数：621 名）、有料老人ホーム等

35 施設（定員数：2,686 名））を展開しており、特に橙果舎が所在する北海道は当社グループの創業地であ

り、現在、札幌市、旭川市、江別市において介護事業・障がい事業・保育事業等の福祉サービスを総合的に

展開しております。このような状況下、北海道における当社グループの介護事業において、恵庭市は初出店

地域であり、橙果舎の介護事業を承継することでドミナント戦略の強化等、北海道内におけるシェア拡大に

寄与するものと判断し株式を取得することを決定いたしました。

 
（３）企業結合日

2023年２月１日

（４）企業結合の法的形式

株式取得

（５）結合後企業の名称

変更ありません。

（６）取得した議決権比率

100％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

 
２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　相手方の意向により、非開示といたします。

３．主要な取得関連の内容及び金額

　　現時点では確定しておりません。

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　現時点では確定しておりません。

 
　(吸収分割)

 当社は2023年１月30日開催の取締役会決議に基づき、当社連結子会社である株式会社リビングプラット

フォームケア(以下「LPFC社」)を承継会社、株式会社エコ(以下「エコ社」)を分割会社とする吸収分割(以下

「本吸収分割)」を行い、エコ社が営む介護事業のうち、高齢者グループホーム運営事業の一部(以下「本件事

業」)を承継することを決議いたしましたので、お知らせいたします。

 
１．本吸収分割の目的

エコ社は、福島県内において長い業歴を有する有力な介護事業者の一社であり、2003 年に1 施設目を開設

以降、福島県郡山市を中心として複数の介護施設を展開しております。一方、当社グループは、「持続可能

な社会保障制度を構築する」をコーポレートビジョンとし、「安心を育て、挑戦を創る」ことをコーポレー

トミッションとして、介護事業分野では、連結子会社であるLPFC 社及び他３社において、全国（北海道、宮
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城県、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、大阪府、兵庫県）にて介護施設65 施設（うち、認知症対応型共

同生活介護事業所30 施設（定員数：621 名）、有料老人ホーム等35 施設（定員数：2,686 名））を展開し

ており、出店エリアの拡大と地域に密着したサービス提供体制の強化に努めております。　このような状況

下、東北地方における当社グループの介護事業において、福島県は初出店地域でありますが、東北地方で宮

城県に次ぐ第2 位の人口を擁しており、本吸収分割によって本件事業を承継することにより、東北地方にお

けるシェア拡大を図る基盤とすることを目的としております。

 

２．本吸収分割の要旨

（１）本吸収分割の日程

① 株主総会決議日　　　　　　　　　　　 2023 年３月24日（予定）

② 吸収分割の効力発生日 　　　　　　　　2023 年４月１日（予定）

（２）本吸収分割の方式

エコ社を分割会社とし、LPFC 社を承継会社とする吸収分割です。

（３）本吸収分割に係る割当ての内容

本吸収分割の対価として、LPFC社はエコ社に対し金銭を交付する予定ですが、金額につきましては、相手

先の意向により非開示としております。

（４）本吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　　　該当事項はありません。

（５）本吸収分割により増減する資本金

　　　本吸収分割による当社及びLPFC社の資本金の増減はありません。

（６）承継会社が承継する権利義務

　LPFC社は、エコ社が効力発生日において本件事業に関して有する資産・債務・契約およびその他権利義務

について、本吸収分割に際して締結した吸収分割契約書に定めるものを承継します。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　　2023年２月　14日

株式会社リビングプラットフォーム

取締役会  御中

　

EY新日本有限責任監査法人
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 丸   山   高   雄  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 滑　　川　　雅　　臣  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リビン

グプラットフォームの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月

１日から2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リビングプラットフォーム及び連結子会社の2022年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告

書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表

の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められ
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ている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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